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はじめに
近時,警 視庁が歌舞 伎町 に50台 の ビデ オカ メラを設 置 したこ とが大 きな話題 となった。そ して,そ の
ビデ オカ メラに よって撮影 され た映像 を もとに検挙 され た事例 も既 に報告 され ているω。また,監 視カメ
ラ付 きの 「ス ーパー防犯 灯」(① 事 件 ・事 故な どの 「緊 急事態」が 発生 した場合 に,② スーパー防 犯灯
の緊急通 報ボ タ ンを押 す と,③ 赤色灯が点 灯 した り,必 要 に応 じブザー を鳴 らした りして,周 囲に緊急
事態 が発 生 した こ とを知 らせ,④ 防犯 カ メラが作 動 して,警 察 署で現場周辺 の様 子 を確認 し,⑤ イ ンタ
ー ホン(デ レビ電話)で 警察官 と通話 がで き,⑥ 警察官 が現場 へ急 行す るな ど して,=事件 ・事 故の処理
に あた る,と い うもの)が 全国各地 の警察 によって導 入 されて きてい るω。 さ らに,こ れ までに も,東 京
・山谷地 区{3)や,大阪 ・釜 ヶ崎(あ い りん)地 区(4}では,警 察 によって ビデオカメ ラに よる監視が行 われ,
そ の是 非が裁判 で争われ てきた。
他方 で,警 察 以外0)もの によ って も ビデ オカ メラに よる監視 がな されてい る。 た とえば,高 速 道路や
駅構 内,市 街 地や 商店街(東 京 の新 宿 中央通 りでは新 宿中央通 り発展会 が2001年11月か ら19台のカ メ
ラを,大 阪 の心斎橋筋 商店街 では商店街振興組 合が2002年6月か ら58台のカ メラを稼 動 させてい る),
金融機 関,学 校や企 業,コ ンビニエ ンス ス トア,個 人住 宅な どで も非 常に多 くの監視 カメラが用 い られ
てい る㈲。
また,ア メ リカ合 衆国 におい て も,公 共空 間な どに ビデオカ メラを設 置 して,警 察署な どで視認 ・録
画 す る とい う形 の監視 が古 くか ら行 われ てい る。そ して,警 察以外 で もビデオカ メラによる監 視が行わ
れ ている こ とは周知 の とお りであ る(6}。
さ らに,イ ン グラン ドお よび ウェール ズでは,地 域 単位 の警 察 ・自治体 ・保護観察 ・保健 ・ボ ランテ
ィア組織 ・住民 ・企業 か らな る 「パー トナー シ ップ 」(1998年犯 罪 ・秩序違反 法ωに基づいて編成)を
主体 としたClosedCircuitTelevision(CCTV,閉回 路テ レビ)計 画に対 して,内 務省 などか ら資金援助
が な され る(8)など,ビ デオカ メラによる監視 が国家的規模 で実施 されつつ ある(9)。
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以上のよ うに、 ビデオカメラによる監視は,日 常的に,あ らゆる場所で,し かも日本のみならず他の
国でも,行 われるよ うになってきている。本論文は,こ うしたビデオカメラによる監視にっいて,一 般
的に取 り上げられてい る目的,機 能,弊 害な どを,近時発表 された調査研 究の結果 などを踏 まえて分析
・検討 し(一〕,犯罪捜査におけるその利用の是非を検討 しようとする 〔二〕ものである㈹。
一 ビデオカメラによる監視についての基礎的考察
ビデオカ メラによる監視については,そ の目的,機 能,弊 害などについて,学 説や実務上も様々な議
論がなされている。以下では,こ うした 目的,機 能,弊 害などについて,一 般的に挙げられているもの
を,肯 定的側面(利 点)と 否定的側面(欠 点)と い う形で整理 ・分類 し,近 時の調査研究の結果な どを
踏 まえて,具 体的に分析 ・検討 してい くことにする。
なお,こ こでの肯定的側面か否定的側面かの評価は,以 下のような理由か ら,と くに断 りがない限り,
原則 として,監 視 され る側の視点を基準 として考えることにする。すなわち,① 監視する側と監視 され
る側の肯定的側面 ・否定的側面が一致す る場合だけではなく,監 視する側か らは肯定的側面とされるも
のが監視 され る側か らは否定的側面 とされる場合(あ るいはその逆の場合)が あ りうることか ら,分析
の視点を確定 してお く必要があること。また,② ビデオカメラによる監視を用いた犯罪捜査の是非を論
ず る際に監視行為の法的性質論(任 意処分か強制処分か)が 問題 となりうるが,そ の区別基準について
監視行為 によって侵害 される利 益が重要な判断要 素 となりうることか ら,そ の前提 として監視 され る側
の視点に立って分析す ることが必要になること,な どの理 由からである。
1肯 定 的側面
ビデオカメラによる監視の 肯定的側面はいくつか挙げ られ る(川が,こ こでは,説 明の便宜のため,事
件 ・事故などの発生の前 と後に分けて分析 ・検討す る。 もっとも,事件 ・事故などの発生前の肯定的側
面は,以 下の分析 ・検討でも触れるように,事 件 ・事故な どの発生後の 肯定的側面と大きく関連 してい
ると考えられることか ら,実際の現象 とは逆に,発 生後の ものか ら分析 ・検討す ることにする。
(一)事件 ・事故などの発生後
事件 ・事故などの発生後については,次 の ような肯定的側面が挙げられる。
(Dま ず,ビ デオカメラによる監視によって,事 件 ・事故後の早急で適切な処置(犯 罪鎮圧 ・事後対
応)を とる手がか りが与え られ る個 。
すなわち,監 視カメラによって,事 件 ・事故 の発生や発生場所 あるいは発生状況などを早期に監視者
が知ることができることにより,現場への急行や(警 察が監視主体でない場合には)警 察への通報によ
って加害者が取 り押 さえられ るとともに,救 急 車の手配なども行われ,被 害の拡大を早期に防 ぐことが
容易にな りうるのである㈹ 。
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もっとも,こ うした機能の実効性を担保す るためには,常 にテ レビモニタで視認 を行っていること,
あるいはi事 件 ・事故発生後間 もな く周囲の状況を確認することが促 され るようなシステムが必要にな
る。警察が監視主体にとなる場合には,監 視カメラを導入する理由の1つ として限 られた人員とい う制
約がある㈲ ことを考慮するな らば,常 時の視認は実際上困難であ り,後者のシステムの形態が現実的と
い うことになる。その点に限れば,前 述の 「スーパー防犯灯」は評価できるものである。
(2)また,ビ デオカメラによる映像や音声の記録を,民 事事件における資料(証 拠)や,刑 事事件に
おける捜査資料 ・裁判資料(証 拠)な どに利用することができる㈹ 。
こうした資料保全機能は,事 後対応の一部 ともいえるだろう。 しか し,犯罪捜査との関係ではとくに
重要な機能 と考えられるので,別 に論 じる必要がある。すなわち,録 画データというより客観的な資料
が存在することで,自 白などの供述の強要を回避 させ るものにな りうるとも考えられ るのである。 もっ
とも,その 〈表面的な〉証明力の高さか ら,逆 に,証 拠能力の認定には慎重な態度がとられるべきであ
る⑯ 。なお,捜 査段階については,刑 事訴訟法に規定 されている公判段階の証拠法則がそのまま適用 さ
れるわけではない。 しか し,銀行の防犯カメラの映像を写真に したものが資料 とされて,そ れが誤認逮
捕に結びついた事案(愛 媛誤認逮捕事件)が あったことも考慮すると,捜査段階においても,録画デー
タの取り扱いには慎重な態度が とられるべきである。
(3)そして,警 察が監視主体 となる場合には,指 名手配 をされている被疑者などを監視カメラによっ
て自動識別 し,身柄確保の手がか りを得 ることが可能になる。
現在の技術水準では,映 像による自動的な個人識別も可能にな りつつあ り⑰,こ の技術を応用するこ
とが認められるならば,あ らか じめ指名手配 されている被 疑者の写真デー タなどを監視カメラシステム
に登録 してお くことで,コ ンヒ。ユー タが 自動的に識別 して,場 所 を特定 し,その情報をもとに身柄確保
をすることも可能になるだろう。
(二)事件 ・事故などの発生前
一方,事件 ・事故な どの発生前においては,次 のような肯定的側面が挙げられる。
(1)まず,監 視カメラの存在 によって犯罪が発覚することをおそれ,犯 罪行為に出るのを思い止まる
と考えられるから,犯罪予防(被 害化防止)の 手段になりうる。
これは,監 視に用いるビデオカメラが,「 防犯」カメラと呼ばれていることか ら,一般的に想定 され
ている機能である。また,犯 罪が私 たちの生命 ・身体 ・財産 ・自由などを脅かす ものであると考え られ
ることか ら,犯罪予防機能は,私 たちの生命 ・財産 などの権利や利益を守 る機能 とも言い換えられ る。
そして,こ の機能は,ビ デオカメラによって監視を行 うことが,犯罪の機会を減少させるとい う意味で,
いわゆる環境犯罪学(供 給サイ ド犯罪学)の 考え方にも合致する㈹ 。
ところで,こ の犯罪予防機能は,事 件 ・事故などの発生後における資料保全機能と大きな関連性を持
ち,両 者を分離 して考えることは困難であるよ うに思われる。すなわち,ビ デオカメラによる監視やそ
の記録データを利用す ることによって,検 挙率や有罪率が上昇 して,犯 罪行為に出る際のリスクが高く
一301一
第41巻第2号2003年3月
な り,その結果,犯 罪行為を思いとどまると考えうるのである㈹。
なお,こ うした犯罪予防機能について,英 国で実施 されたブラウンの調査研究では,次 の ような調査
結果が出ている。すなわち,短期的には,CCTVが存在することで犯罪行為に対 して強い抑止効果がある。
たとえば,ニ ュ・一カッスルでは,CCTVの導入後,不 法侵入は56%,器物損壊は34%,窃盗(車 上あらしを
除 く)は11%減少 し,ま た犯罪発生場所の転移{displacement)の起こる可能性 も低い。 しか し,CCTV
の効果はある程度の期間が経つ と減少す る可能性があ り,効果を持続 させるためには,CCTVを利用する
ことで逮捕の リスクが大きくなるように運用 されなければならない。また,強 盗,ひ ったくり,暴行な
どのような対人犯罪は,CCTVの効果があまりない(20}。さらに,バ ー ミンガムのように街の構造が複雑な
場合には,死 角 となる場所ではCCTVの効果が薄 くなるとともに,犯 罪発生場所の転移が起こる可能性 も
あるとい う(川。
上記のような英 国での調査研究をみた場合に,ビ デオカメラによる監視の肯定的側面と考えられてき
た犯罪予防機能が,実 はあま り確かなものではない とい うことが分かる。 したがって,こ うした犯罪予
防機能を理由に監視カメラを導入するためには,日 本において も調査研究を行い,ビ デオカメラに よる
監視の犯罪予防機能が裏付けられる必要性があるように思われ る働 。
(2)また,監 視カメラの設置は,犯 罪予防や早急な犯罪鎮圧 ・事後対応への期待を生 じさせ,犯 罪に
対す る不安感(fearofcrime)を減少 させた り,安心感(safety)を増幅 させ うる(23}。
こうした犯罪に対する不安感や安心感 は,前 述の犯罪予防機能とは分けて論 じられるべきものである。
なぜ なら,不安感や安心感 は,犯 罪発生率などとは必ず しも連動す るものではな く,街の構造,人 のっ
なが り,地域の防犯活動など,様 々な要素が総合的に影響 し,最終的には主観的な評価によって決まる
ものであるか らである四 。また,犯 罪に対する不安感 により,人 々が自らの行動を規制することがあ り
うることか ら,監 視される側か らみた場合には,犯 罪に対する不安感は大きな意義 を有 しているか らで
ある。
この点に関 して,英 国で実施されたブラウンの調査研究では,CCTVの導入後,CCTVの存在を知ってい
る者 については,日 没後の中心街 における安心感が高まった。 しか し,夜間にも中心街を定期的に利用
す る者や,CCTVの存在を知 らない者については,安 心感に対する影響があるとはいえないとい う(25)。し
たがって,こ うした調査結果か らすれば,犯 罪に対する不安感を減少 させる とい う観点か ら,監 視カメ
ラが設置 されている旨を事前に広 く告知 してお く必要があるといえよう。
2否 定 的側面
ビデオカメラによる監視は以上のような肯定的側面を有す ると思われるが,他方で,肖 像権の侵害,
プライヴァシーの侵害,表 現の自由あるいは行動の自由の侵害,思 想 ・信条の自由の侵害,よ り広 くは
人間の尊厳 の侵害な どの大きな問題があるとされ る(26)。以下では,学 説あるいは実務上 とくに問題 にさ
れている点を取 り上げる。
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(一)肖像権に関する問題
肖像権に関する問題 は,ビ デオカメラによる監視の是非が大 きな問題 となる以前にも,捜査手段 とし
ての写真撮影に関 して問題 とされてきた。その リーディングケースである京都府学連デモ事件判決㈲ は,
「現に犯罪が行われ もしくは行われたのち間がないと認められる場合であって,し かも証拠保全の必要
性および緊急性があり,か つその撮影が一般的 に許容 され る限度を超えない相 当な方法をもって行われ
るとき」は警察官が犯罪捜査上写真撮影を行 うことが許 され ると した。 しか し,他方で,肖 像権 とは明
言 しなかったものの,憲 法13条の趣 旨か ら,「承諾なしに,み だ りにその容ぼ う・姿態を撮影 されない
自由」を認めた。
こ うした肖像権に関 しては,ビ デオカメラによる監視の場合には,やや違 った捉え方が成 り立ち うる。
すなわち,ビ デオカメラによる監視が,テ レビモニタによる視認のみに とどまる場合には,肖 像権の捉
え方によっては,必 ず しも肖像権の侵害 とはな らない可能性があるともいえるのである⑨)。しか し,逆
に,録 画を伴 う場合には,そ の録画された連続的な動画は,断 片的な静止画である写真以上に肖像権の
侵害の度合いが高いといえるのである偽)。
(二)プライヴァシー権に関する問題
前述の京都府学連デモ事件判決は,一種のプライヴァシー権を認めた判例であるとも評価 されている。
プライヴァシー権の内容に関する学説は多岐にわたるが,人 の道徳的 自律の存在にかかわる情報(プ ラ
イヴァシー固有情報)を 意思に反 して取得 ・利用 ・開示 されない とい う自己情報 コン トロール権とい う
考え方㈹ が,有 力になって きている。 この考 え方によれば,ビ デオカメラによる監視は,ま さにプライ
ヴァシー権を侵害するおそれがあると考えられる(川。
ここで注意すべきなのは,プ ライ ヴァシー権を問題にする場合には,そ の監視行為そのものに限 らず,
その後の通常想定 しうる利用方法をも視野に入れなくてはならない とい う点である働 。 ビデオカメラに
よる監視は,目 視に比べて,複 数箇所の監視,拡 大(増 幅)し た監視,暗 所での監視などが可能になり,
あ らゆる意味で監視範囲が拡大 されることか ら,プ ライヴァシーを侵害する可能性がより高いものにな
る。 しか し,それに とどま らず,そ の最 も大きな特徴は,ビ デオカメラによって得られた映像な どを,
原理的には,ハ ー ドデ ィスクなどで半永久的にその性質を劣化 させることな く保存 ・蓄積す ることがで
き,コ ンピュータを活用することによって他の情報と合わせて検索できるよ うになるとい うことである。
しか も,警 察が監視主体となる場合には,既 に蓄積 されている個人情報と組み合わせることで,個 人の
固有情報の侵害の具体的危険性が高い と考えられる(33)。また,将 来的に,肯 定的側面でも触れたような
自動識別システムが導入 され,そ の情報がネッ トワー クを通 じて共有されるようになった場合には,ひ
とたび何 らかの嫌疑を抱かれれば,そ の者の行動のほとんどが警察の監視下に入 りうるとも考え られる
のである。
また,プ ライヴァシーの形態 について,プ ライ ヴァシーそのものとプライ ヴァシーの合理的期待,あ
るいは,プ ライ ヴァシーの主観的期待 と客観的期待 とを峻別する考え方が有力になっている(34}。問題は,
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この合理 的期 待 あ るいは客観 的期待 とい う概 念 その ものに ある。す なわ ち,① こ うした概念 にはプ ライ
ヴァシニ を制 約す る必 要性 が読み 込 まれ る可能性 があ る,② そ の概 念が机 上の論理操 作 に とどま り,実
証 的な裏付 けが な されてい ない,な どの問題 点 があるので ある。
① の点 に関 して,た とえば,上 記 の概 念 を採用 して,「 現 に犯罪 を行 い,行 い終 わ った ものにプ ライ
ヴァシーの客観 的期待 は認 めるわ けにはいかな いのは 当然 」であ る(35>との結 論が導 かれ る場合が ある。
しか し,プ ライ ヴァシー の権利 ・利 益は認 め られ るけれ ども,そ れ を上 回 る利 益が存在 し,プ ライ ヴァ
シー制約 が相 当な範囲 内で あるが ゆえに,当 該 プ ライ ヴァシー の制約 が認 め られ ると説 明 した方 が,理
論 的 に妥 当な よ うに思 われ る。 なぜ な ら,か りに,客 観的期 待がな い とす る上記の見解 に よった と して
も,現 行 犯 人のプ ライ ヴァシーの期 待が認 め られ ないの は,そ の容貌 な どの撮 影に関 してで あって,一
般 的にプ ライ ヴァシーの期待が認 め られ な くな って しま うとい うわ けではない か らである。
② σ)点に関 しては,小 宮 信夫の 日本にお け る監視 カメラの受容の程度 に関す る調査研 究(標 本数2000,
回収数1376)が非常 に参考 になる。 この調査 研究で は,f次 の うち,犯 罪 防止のた めの 監視カ メラを設
置 して もよい と思 う場所 を,す べて選ん で くだ さV>。(複数回答)1と の質 問に 対 して,次 の よ うな回
答結果が得 られ てい る。す なわ ち,設 置を して もよいす る者 の比率 が高い順 に,「 地下道 」が59.0%,
「駐 車 ・駐輪場 」が55.40/・,「店 内」が42.0%,「公 園 」が39.9%,「列 車の車 内」が26.50/・,「駅
前広場]が25.6%,「 通 学路」 が24.6%,「商店街 」が22.7%,「校庭(学 校の運動場)」 が13.8%,
「校舎(学 校 の教室 ・廊 下)」 が10.8%となってお り,「 どこに も設 置す べ きではな い」 とす るの は2.
3%である国 。
この調 査結果 の うち,「 どこに も設 置す べ きではない」 とす る割合 が2.3%である点 に往 日すれ ば,監
視 カ メラの設置 は,広 く一般 的 に受 け容 れ られ る ものの よ うに も思 われ る。 しか し,注 目す べ きは,監
視 カメラ を設 置 して もよい とす る者 の比率が最 も高い地下道 で さえ,約4割 の者 が,監 視 カメラを設置
して もよい とは してい ない点 であ る。 つま り,(調 査項 目 自体 は具体的 な場所 ではない が,回 答者 はそ
れ ぞれ具 体的 な場 所 をイ メー ジ しなが ら回答 した であろ う)個 別 の場所 でみ た場 合に,〈 監視カ メラを
設 置 して もよい〉 と大多 数の者 が回答 してい るわ けではな いのであ る。 こ うした回答結果 か らは,一 般
的 に公の 目に晒 され る場所 で あ り,か つ,あ る一 定の犯 罪発生 の予感 がす る とい う条件 が加 わ った場所
で あ って た と して も,〈 プ ライ ヴァシーの合理 的期待 が な く,ビ デ オカ メラによ って監視 され る ことが
一 般的 に許容 され る〉 とはい えない こ とに な る
。 また,同 時に,〈 ビデ オ カメラに よる監視につ いて,
黙 示の同意 があ る〉 と擬 制す るこ とはで きない よ うに思 われ る㈹ 。
(三)表現の自由(行 動の自由)に 関する問題
監視カメラが設置された場合には,よ り広 くは表現の自由(行 動の自由)が侵害 され ると考えられる。
すなわち,監 視カメラの心理的負担に伴 う 「萎縮効果j(広 義)に よ り,表現行為を思いとどまる可能
性があるのである⑱ 。
もっとも,こ うした萎縮効果は,犯 罪行為を思い とどまるとい う,ビデオカメラによる監視の肯定的
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側面の中心的要素にも大きく関係 している点に注意 しなくてはならない。こ うした犯罪抑止の観点を重
視すると,表 現行為が適法に行われてい る限 り,何の差支えもないはずであるか ら,萎縮効果はそれほ
どない とい う結論 働 にも至 りうる。 しか し,行為が適法であるか違法であるかは,実 際問題 として,即
座には決 しがたく,適 法行為であって も違法行為に近接す る行為は,思 いとどまる可能性が少なか らず
ある(狭 義の萎縮効果),と いうことになるだろう。
二 犯罪捜査 としての ビデオカメラによる監視
否定的側面で分析 ・検討 した ように,ビ デオカメラによる監視は大きな弊害を伴い,憲 法上の疑義か
ら,警 察による犯罪捜査のみならず,公 的機関を主体とするものは許 されないとも考えられないではな
い。 しか し,他 方で,肯 定的側面で分析 ・検討 したように,ビ デオカメラによる監視による,迅 速な対
応の担保,証 拠 ・資料保全,犯 罪防止(被 害化防止),犯 罪の不安感の減少な どから,地域住民などの
権利 や利益が守 られ うるとい う有用性 も認め られ る。 したがって,実 施主体が警察を含 めた公的機関で
な くてはならないかはひ とまず別問題 として,ビ デオカメラによる監視の実際的な必要性 は認 めざるを
えない。
そ して,監 視カメラの管理機関については,前 述のブラウンの分析で指摘されているように,監 視カ
メラの犯罪防止効果を持続 させ るためには,監 視カメラが利用 されることで逮捕の リスクが大 きくなら
なければならないことか ら,逮捕な どの捜査活動に携わる警察が何 らかの形で関与することが望ましい
ことになるだろ う。 また,小 宮の調査研究では,監 視カメラの管理機関について,単 一回答の質問で過
半数の者が,〈 警察が監視カメラを管理すべ きである〉 と回答 してお りω,そ の理由は明 らかではない
が,警 察が監視カメラの管理機関としては適切であるともいえるだろ う。
以上の点を考慮すると,警察が犯罪捜査においてビデオカメラによる監視を導入する必要性 と(事実
的な意味での)一 応の許容性は存在 していると思われ る。 しか し,否定的側面を考慮す ると,それが無
制限に認 められるとい うことはあ りえない。 したがって,① 現行法の解釈でどこまで認められるのか,
そ して,② 解釈では不十分な点があるならば,ど のような立法的措置を講ず る必要があるのか,を 明 ら
かに しなくてはならない。'、
1現 行法解 釈 の限界
警察が行 うビデオカメラによる監視については,刑 事訴訟法学上は,法 的性質,許 容規定と許容基準,
将来の捜査の可否な どが主に問題 とされる。
(一)法的性質論
まず,任 意処分 と強制処分の区別について,従 来は,個 人の人権に対する物理的 ・有形的侵害を伴 う
か否かを基準 とす る見解 もとられていたが,現 在では,憲 法上保障 ・尊重 される(重 要な)権 利 ・利益
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を制約するか否かを基準 とする見解が有力になっている(41)。この有力説に立ち,前述の基礎的考察の否
定的側面を考慮す るな らば,ビ デオカメラによる監視は,公 共空間におけるものであっても,重要な権
利 ・利益 を制約 してお り,しかも黙示的合意があるとはいえない ことか ら,強制処分 といわざるをえな
い ように思われ る。
(二)許容規定 と許容基準'
ビデオカメラによる監視が強制処分であるとすると,刑事訴訟法197条1項但書との関係が問題 とな
る。同条項の規定するいわゆる強制処分法定主義についての解釈は分かれているが,憲 法31条の趣旨を
考慮 し,国民の重要な権利 ・利益を制約する強制処分に対する立法的コン トロールの規定と解すべ きで
ある(42)。その場合,ビ デオカメラに よる監視は,刑 事訴訟法に規定された個別の許容規定に従わなけれ
ばならない。 ビデオカメラによる事後的撮影(「 監視」ではない)は,現 行刑事訴訟法上の規定では,2
20条1項2号 の逮捕に伴 う検証の性質に近く,①現行犯性,② 必要性および緊急性,③相当性 とい う要
件の下に,許 容 される可能性があるだろ う㈹ 。,
(三)事前捜査の可否
しか し,ビデオカメラによる監視にっいては,さ らに事前捜査の可否の問題が生 じる。
事前捜査については,刑 事訴訟法i89条2項や刑事訴訟規則156条1項の文言,行 政警察(犯 罪予防
・鎮圧)活 動 と司法警察(犯 罪捜査)活 動の分類を前提 とした法体系,犯罪発生の蓋然性が将来の犯罪
の捜査の濫用の歯止めにな らないことなどを理由に,現行刑事訴訟法の解釈 としては認められない と解
す るのが素直であるω 。 これを前提にして,事 前のビデオカメラによる監視が捜査活動であると仮定し
た場合には,ビ デオカメラによる監視は,事 前捜査を認 めていない現行法の立場 と矛盾 し,許容 されな
いことになる。
このような結論を避けるために,ビ デオカメラによる監視は犯罪予防 ・鎮圧活動の性質のみを有する
ものであると仮定 したならば,行 政警察活動(警 職法5条 を参照)と して許容 される可能性が生 じるか
もしれない。 しか し,「並行 して警羅 ・警備活動を実施 し,犯罪の未然防止やその鎮圧を図るべきであ
るが,だ からといって…… ビデオ撮影が司法警察作用 としての性質を失 うことにはな らない」のであり
㈲ ,ま た,犯 罪予防 ・鎮圧機能 と強い関連性 を有する資料保全機能を軽視す ることになり,事実を歪曲
す るものであるとの批判 を免れないだろ う。また,「 犯行開始までの撮影は捜査の準備で,犯 行後のも
ののみが捜査であるとすれば,同 じ性質の警察活動がいわば偶然の事情 により二分 されることにな り適
切でない1㈹ 。
このように,ビ デオカメラによる監視は,全 体 として,犯罪防止活動,犯 罪鎮圧活動 犯罪捜査活動
の性質を帯びるものであ り㈹,そ れを実施の必要性の観点から通常あ り得べき事実解釈や法解釈を柾げ
てまで許容 しようとす るのは,適 正手続(憲 法31条)の趣旨にも反するものである。
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2立 法政 策論
(一)立法的 コン トロールの必要性
以上の ような解釈論上の問題は,ビ デオカメラによる監視について正面か ら定めた規定がないことか
ら生 じている。監視カメラがな し崩 し的に導入 されて しまっている現状にあっては,個 別事例にお ける
裁判 による事後的 コン トロールを期待するだけでな く,明確な許容(制 限)規 定を創設 しなければ,監
視カメラによる権利 ・利益の一般的侵害の可能性は払拭できない㈲ 。
監視カメラの設置 ・運営は,侵 害 され うる憲法上の権利 ・利益の重要性か ら,内部規定(た とえば,
警視庁の設置 した歌舞伎町の防犯カメラは,① 事件に無関係の映像は1週 間で破棄する,②使用状況は
都公安委員会に毎月報告す る,な どの運用がなされている)に とどま らず,法 律によ り規制されなくて
はな らない。立法化の作業を行 うことにより,監視カメラの存在に より権利 ・利益を制約 される国民が,
その是非を検討する機会を与えられる必要があるのである(ま さにそれが 「強制処分法定主義」の積極
的意義である)。
(二)包括的な規制の必要性
立法化の際に留意すべき点は,警 察が実施するビデオカメラによる監視については,刑 事訴訟法など
に規定 され る犯罪捜査だけでなく,警察官職務執行法などに規定される犯罪予防 ・鎮圧活動に対 しても,
法律の射程が及ぶようし,警 察活動全体 としての 目的 ・機能 ・弊害を考慮 した形 で規制がなされること
である。なぜなら,警 察活動は 同的によって分類 され るものではあるものの,捜 査であれ行政警察活動
であれ基本的な枠組みは共通す るものである㈲ とともに,ビ デオカメラによる監視は,前 述のよ うに,
捜査活動 と犯罪予防 ・鎮圧活動 との複合的性格を有 してお り,この場合の警察活動を概念的に分割する
ことは妥当でないからである。
(三)具 体的な設置 ・運用 ・情報管理基準
法律で規定すべき具体的な設置 ・運用 ・情報管理基準については,① 目的が正 当であること,②客観
的かつ具体的な必要性 があること,③設置状況が妥当であ ること,④設置および使用による効果がある
こと,⑤ 使用方法が相当であること,と い う前掲の大阪地裁判決で示 された条件を参考にするとともに,
⑥設置主体の項 目を加 え,そ れぞれを具体的に規定すべきである。 ここではとくに留意すべき点を挙げ
る。
(1)規制対象になる監視カメラの設置主体には私人を含む
まず,監 視す る者が私人であっても,監視 される側の憲法上の重要な権利 ・利 益は尊重され るべきで
あるか ら,不特定多数の人間が出入 りする公共空間の ビデ オカメラによる監視については,法 律の射程
に入れ,濫 用防止の枠組みを作 るべきである(50)。また,私 的空間のものも含めて,第 三者へのプライバ
シーに関係する場合は,捜 査機関への記録の任意提出は制限 され るべきだろう。
(2)警察が監視カメラを設置する場合には裁判所の定期的な令状審査を要する
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また,事 前の犯罪防止活動の…環 として得 られた資料 は,ひ とたび事件 ・事故などが起こった場合に
は,犯 罪捜査の資料 として用いられる蓋然性が高い。 したがって,ビ デオカメラによる監視 ・録画を警
察が実施する場合 には,捜 査活動と同等の規制が及ぼ され るべきである。具体的には,監 視カメラの導
入の際に裁判所による事前の令状審査を必要とし(「 ビデオ監視令状」を立法化する。 この場合には,
事前捜査を認めない と解 される現行刑事訴訟法の立場を改めることになる),一 定期間ごとに,改 めて
令状審査を行 うものとすべきである。
(3)監視カメラの運用に関す る事前告知
また,ビ デオカメラによる監視が行われている旨の告知がなされ る必要がある。 これには,適 正手続
の保障(憲 法31条)の観点か らの理由はもちろんあるが,基 礎的考察の部分で触れたように,犯罪に対
す る不安感の軽減の実効性の担保とい う理由も存在する。なお,こ の告知には,監 視 カメラシステムの
全体的告知 と,設 置された監視カメラの個別的告知⑪ の両方を要す る。
(4)取得 した情報の利用方法 ・期間の限定
そ して,プ ライヴァシーない し個人情報の保護の観点か らは,目 的外利用の禁[1:を明文で規定すべき
ある。また,不 当なデータ蓄積を防止す るため,利 用可能な期間を必要最小限度に限定 し,期間経過後
はデータを消去させることが必要になるだろう(52)。
結びにかえて
最後に,以 上の検討で導かれた結論をま とめてお く。
ビデオカメラによる監視には,(D肯 定的側面と(2)否定的側面が存在す る。
(1)肯定的側面
(i)事後 ①迅速な対応の担保機能,② 資料保全機能,③ 自動識別機能
(ii)事前 ①犯罪予防(被 害化防止)機 能,② 犯罪不安感軽減機能
(2)否定的側面
(1)肖像権に関する問題
伍)プ ライ ヴァシー権に関する問題
(面 表現の自由(行 動の自由)に 関する問題
肯定的側面 とされるものの うち,犯 罪予防(被 害化防止)機 能は,英 国での調査研究によれば,そ の
効果の持続性や犯罪場所の転移の問題 から,実 はあま り確かなものでない との結果が出ている。また,
犯罪不安感軽減機能も,監 視カメラの事前の告知がない場合などには,そ の効果があるとはいえない と
される。 このように,肯 定的側面 と一般には想定されているもので も,実証研究によると,そ の想定 ど
お りではな く,それぞれに問題点が発見された。
また,肯 定的側面における,事 前の機能は,事 後の機能 と大きく関連 していると思われる。すなわち,
犯罪予防(被 害化防止)効 果は資料保全効果 による検挙率上昇の影響 を受けると考えられ,犯罪不安感
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軽減機能は迅速な対応の担保機能と関係 していると考えられ るか らである。
否定的側面においては,と くにプライヴァシー権に関す る問題が重大である。プライ ヴァシー権の形
態については,「 合理的期待」や 「客観的期待」 とい う概念を採 り入れ る見解があるが,こ うした概念
には,① プライヴァシーを制約する必要性を取 り込んでいる,② 実証的な裏付けができていない(実 証
研究によればむ しろ逆σ)結果も導ける),と い う欠点がある。
ビデオカメラによる監視は,強 制処分であ り,強制処分法定主義を厳格に解すると,現行法上は許容
されない。 ビデオカメラによる監視は,全 体として,犯 罪防止活動,犯 罪鎮圧活動,犯 罪捜査活動の性
質を帯びるものであり,それ を実施の必要性の観点から通常あり得べき事実解釈や法解釈を柾げてまで
許容 しよ うとするのは,適 正手続(憲 法3」条)の 趣旨にも反するものである。
立法政策論 としては,監 視カメラによる憲法的権利 ・利益の一一般的侵害を回避す るには,立法的コン
トロールが必要である。また,ビ デオカメラによる監視の複合的性格か ら,犯罪予防 ・鎮圧活動 と犯罪
捜査活動を概念的に切 り離す ことは妥当でなく,両者を包括的に規制する立法が必要になる。そ して,
具体的には,① 規制対象に私人を取 り込む,② 警察の場合には定期的な令状審査を要求する,③ 監視カ
メラに関する全体的告知 と個別的告知を事前に行わせる,④取得 した情報の利用方法 ・期間を限定する,
な どの規定を法律に盛 り込む必要がある。
本稿での提案は,以Lの ように厳 しいもの となった。 しか し,これは,ビ デオカメラによる監視の有
用性を十分に認めているからこそ,そ の否定的側面にも正面から取り組んだ結果である。
(1)小 倉利 丸 「は び こ る監 視 カ メ ラー 奪 わ れ る 市民 の 自 由 とプ ライ バ シ ー 」技 術 と人 間31巻4号(200
2年)54頁 以 下 な ど を参 照 。
(2)警 察 庁 編 『平 成13年 版 警察 白 書』(2001年)73頁,警 視 庁 「スー パ ー 防 犯 灯 」 〈http:〃www.keis
hich・。metr・.t・ky・.jp/seian/spb・uhan/spb・uhan.htm>など を参 照。 な お,④ に関 して,「 通 報 前 の 映
像 も一 定 時 間 保 存 され て お り,必 要 に よ り検 索 で き ます 」(警 視 庁 ・前掲 サ イ ト)と の説 明 が な され
て お り,(A)事 件 ・事 故 が発 生 して お らず 緊 急 通 報 ボ タ ンが 押 され て い ない 状 態 で もカ メ ラが 作 動 し
て い て 録 画 が な され てい る,(B)映 像 ・音 声 が 事 後的 に 検 索 可能 な 記 録 と して残 され て い る,と い う
点 に 注 意 を 要 す る。
(3)東 京 高 判 昭63・4・1判 時1278・152を参 照 。
(4)大 阪 地 判 平6・4・27判 時1515・lt6を参 照 。
(5)小 倉 ・前 掲 注(D54頁 以 下,都 市 防 犯 研 究セ ン タ ー 『コ ミュニ テ ィセ キ ュ リテ ィ カ メ ラ シ ステ ム
に関 す る調 査 報 告 書 』(2001年)3頁 以 下 お よ び表2(当 該 報 告 書 は 警 視 庁 に よ る調 査 研 究 委 託 の 報
告 書 で あ り,警 視 庁 「コ ミュ ニ テ ィセ キ ュ リテ ィ シス テ ム に関 す る調 査 報告 書 」 〈http:〃wsvw.keishi
cllo.metro.tokyo.jp/seian/kamera/kamera.htm>から入 手 可能 で あ る)、を参 照。
(6)警 察 に よ る もの に つ い て は,Sponickv。CityofDetroitPoliceDepartment,491fich,App.16
2・211N・W・2d674(1973);Statev.Soliss2t4Mont.310,693P.2(圭518(1984);McCrayv.
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State,84Md.App.513,581A.2d45(1990)などにお いて,無 令状 で行われた ビデ オカメ ラに よ
る撮 影 ・録 画の是非 が争 われそ きた。 なお,こ れ らの判 例 にっ いては,香 川 喜人朗 「監視 とプ ライバ
シ`-」高岡法 学2巻1号(1991年)237頁以下,同 「写真 撮影 の適 法性 とコ ミュニテ ィ ・セキ ュ リテ ィ
・カ メラ」森 下忠=香 川達夫=齊 藤 誠二編 『日本刑 事法 の理 論 と展望一佐藤 司先 生古稀 祝賀一(下 巻)』
(信山社,2002年)66頁以 下,松 代剛枝 「捜 査にお ける人 の写真撮 影一 アメ リカ法 を 中心 と して一 」
『光藤 景咬先生古稀祝賀論 文集(上 巻)』(成 文堂,2001年)113頁以下 を参 照。
(7)CrimeandDisorderAct1998.当該法律 の翻訳 ・解説 については,横 山潔 「1998年犯罪及 び秩 序
違 反法 解説」外 国の立法205号(2000年)134頁以下 を参照。
(8)なお,こ の イン グラン ドお よび ウェール ズでのCCTV計画 は,警 視庁が歌舞伎町 に監視カメラを導
入 した際に参 考に された(都 市防犯研究 セ ンター ・前掲 注(5)6頁 以下お よび 資料2お よび資料3を
参照)。 そ のほか,CCTV計画の詳細 につい ては,HomeOfficeCrimeReductionProgra㎜eUnit,CC
TVInitiative:ApP担ρationProspectus(18May2001)〈http://www.crimereduction.gov.uk/cct
vpros.htm>および同サイ ト内 の関連 資料 を参照。 、
(9)そのほか,フ ラ ンスにお ける ビデ オカ メラによる監視 について,近 藤昭 三 「監 視カメ ラを監視せ よ
一 監視 カメ ラ規制試論]札 幌法 学7巻2号(1998年)24頁 以 下(1992年当時 の国鉄駅構内の監視 ビ
デオ システム),同 ・30頁以下(1991年当時 の街頭 防犯 カメラ)を 参照。
(10)私は,か つ て,ビ デオカ メラによる監視 を とくにプ ライ ヴァシーの観 点か ら論 じた こ とが ある(黒
澤睦 「ビデオ監視 とプ ライバ シー(要 旨)j罪 と罰41巻2号(2003年)76頁,著 作権は 日本刑事政
策研究 会に属す る)。 本論文 は,犯 罪捜査の 観点か ら,上 記 の論考 を大幅 に加筆 ・修正 した もので あ
る。
(lD村 井敏 邦 「ジ ョー ジ ・オー ウェルの世 界(1)一 刑 事警察活 動 と監視 カメ ラ」法 学セ ミナー433膓}
(1991年)108頁以下(の ちに,同 『刑 事訴訟法』(日本評論 社,1996年)49頁以下 に所収 。引用 は前
者 に よる),近藤 ・前掲注(9)19頁以下 を参照。
(12>近藤 ・前掲注(9)19頁な どを参照。
(13)ベン ・ブ ラ ウンに よれば,暴 行事件 において は,監 視 カメ ラによる犯 罪予防 よ りも,こ うした迅
速 対応 や,次 に述べ る証拠 収集 の意義 が大 きい とい う(BenBrown,CCTVinTownCentres:ThreeCase
Studies-CrimeDetectionandpreventionSeriesPaper68,1995,p.63.なお,当 該 研究報 告書
は,英 国内 務省 のサイ ト内〈http:〃www.homeoffice.gov.uk/prgpubs/fcdps68.pdf>から入 手可能で あ
る。
(14)都市防犯 研究セ ンター ・前掲 注(5)3頁 を参照。
(15)都市防犯研 究セ ンター ・前掲注(5)7頁 は,「 従 たる 目的」で ある とす る。
(16>山田道郎 「写真 ・録 音テー プ ・ビデオテ ープ」松尾 浩也=井 上正仁編 『刑 事訴訟法 の争点』(有
斐 閣,第3版 ・2002年)189頁な どを参 照。 なお,実 務 では,防 犯 ビデ オその もの ではな く,そ の映
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像 を写真 撮影 した ものが証拠 と され る場 合 も多い。
(17)松代 ・前掲注(6)131頁以 下お よび134頁注(65),浜 島望 「Nシステムー 過渡 期の怪 物を撃て」
技術 と人間31巻6号(2002年)103頁な どを参 照。
(18>清永 賢二 「連続 爆弾事件 を通 してみた ロン ドンの安全 な街 づ くりj季 刊社会安全34号(1999年)
20頁以 下,小 宮信 夫 「情報 社会の病理 とその処方 箋一 犯罪 に対す るハイ テク ・ハイ タ ッチ戦略－jLD
IReport127号(2001年)8頁以下,守 山正=西 村春 夫 『犯 罪学への招待』(日 本評論 社,第2版 ・
2001年)48頁以下な どを参照。
(19)なお,村 井 ・前掲注(11)ll1頁を参照。 この観 点か らは,刑 法学 において取 り上げ られ るいわ ゆ
る消極的 一般予防 論は,よ り広 い意 味 での一般 予防(犯 罪予 防)を 考 え る場合 には,そ の一一要素 に と
どま る ものであ る とい えるだろ う。
(20)・Brown,supranotel3,PP.15ff.
(21)Brown,5upt'anotel3,PP.33ff.
(22)もっ とも,小 宮 は,公 式の統計 の限 界や犯罪 の増減 の要 因が無数 である こ とな どを理 由に,「 監
視 カメ ラが どの程度犯 罪の増 減 に寄与 したか を確 定す る ことは,現 在の科学水 準の下 では不可能 とい
える」 とす る(小 宮 ・前掲 注(i8)11頁)。 なお,警 視 庁が設 置 した歌舞伎町 の監 視カ メラについ て
は,犯 罪が どの程度減 ったか な ど統 計的分析 がな され る ことにな ってい る。
(23)小宮 ・前掲 注(18)H頁 を参照。
(24)その意味 で,監 視 カメ ラの存在は,犯 罪 に対す る不安感 や安心感 に(影 響 を与 える と仮定す るな
らば)影 響 を与 える一要 因 とい う位 置づ けにな るだろ う。 なお,辰 野文理 「地域 調査か ら見 た コ ミュ
ニテ ィの犯罪 抑1ヒカ」被害者 学研究6号(ig96年)162頁以 下な どを参照。
(25)Brown,suptranote13,PP.43f.
(26)村井 ・前掲注(ll)111頁以下,近 藤 ・前掲注(9)19頁以 ド,棟居快行 「監視 カメラの憲 法問題j
神戸法 学雑誌43巻2号(1993年)391頁以下(の ちに,同 『憲法学 再論』(信 山社,2001年)273頁
以下 に所 収。引用 は前者 に よる)な どを参照。
(27)最大判昭44・12・24刑集23・12・1625。
(28)棟居 ・前掲注(26)393頁を参照。なお,釜 ヶ崎監視 カ メラ事件 に関す る大阪 地裁判決 ・前掲注(4)
で は,録 画 の事実は認 定 され ていない。
(29)村井敏邦 「最新判 例批 評23」判 例時報1294号(1989年)226頁,宇藤 崇 「テ レビカ メラによる監
視j松 尾浩也=井 上正仁編 『刑 事訴訟法判 例百選』(有 斐閣,第7版 ・1998年)23頁。
(30>佐藤 幸治 『憲法』(青 林書院,第3版 ・1995年)453頁以 下な ど。
(31)5'eeSharenWilliams,CCTVandtheHumanRightsAct:Publicspacesurveillanceinlight
oftheEuropeanConventiononHumanRights(19November2001)〈http://www.crimereduction.
gov,uk/cctvl3.htm>.なお,プ ライ ヴァシー権 について は,大 野正博 『現代型捜査 とその規 制』(成文
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堂,2001年)68頁以下,新 保 史生 『プ ライバ シーの権利の生成 と展開』{成 文堂,2000年),船 越 一
幸 『情 報 とプ ライバ シ ーー一の権利一 サイバー スペ ース時代 の人格権一 』(北 樹出版,200i年)な どを参
照。
(32)香川 ・前掲 注(6)高 岡 法学244頁以下 を参照。 もっ とも,香 川 ・前掲注(6)佐 藤 古稀75頁 以下
では,検 挙率 の低 下 と監視 カメ ラの普及 とを理 由に,こ の見解が一部改 め られ てい る。
(33)棟居 ・前掲注(26)398頁以 下,小 倉 ・前掲注(1)61頁以 下,松 代 ・前 掲注")132頁 以 下,車
両ナ ンバー 自動 読取装 置(Nシ ステ ム)に 関す る東京 地判 平13・2・6判時1748・144を参照。 なお,
ドイ ツ刑 事手続 にお け る個人 情報 の取 り扱い について は,浅 田和 茂 「刑 事手続 にお け る個人 情報の収
集 と利用一 ドイ ツー 九九九年刑 事 手続 法改 正法 の場合」 『光藤景 校先生古稀 祝賀論 文集(上巻)』(20
01年)49頁以 下を参照。
(34)渥美東 洋 「判 例評釈」 判例 タイ ムズ684号(1989年)36頁な ど。 なお,Katzv.UnitedStates,
289U.S.347,88S.Ct.507(1967)も参照。
(35)香川 ・前掲注(6)佐 藤 古稀77頁 。 、
(36)11・宮 ・前掲 注(18)ll頁以下,と くに12頁 の図表2「 監視 カ メラの設 置場 所」。 なお,こ の 調査
研究 は,「 日本 にお ける監視 カ メラの受容 の程度 を探 り,そ れ を もって,監 視 カメラ を設 置 した場合
に想定 され る犯 罪被 害不 安低減 の一応 の指標 」 にす るために行 われ た もので ある(同 ・ll頁)。
(37)なお,小 宮 は,「 この調査 結果か ら,日 本にお ける監視 カメ ラの普及 の 可能性 を判断す る こ とは
極 めて 困難で はあ るが,回 答者 か ら支持 され た設置場所 と管理主体 を組 み合 わせて い けば ,監 視カ メ
ラ導入 の道筋 が見 えて くるか も しれ ない」 としてい る く同 ・前掲注(18)15頁)。
(38)
(39)
(40)
(41)
棟 居 ・前掲注(26)402頁以 下を参照。
香川 ・前掲注(6)佐 藤 古稀79頁 以 下。
小宮 ・前掲往 く18)13頁以下。
井 上正仁 「任意 捜査 と強 制捜査 の 区別 」松尾浩也=井 上 正仁編 『刑 事訴 訟法 の争点』(有 斐 閣,
第3版 ・2002年)46頁以下 な どを参照
(42)井上 ・前掲 注(41)49頁以下 を参照。
(43)写真撮影 にっい て,松 代 ・前掲注(6)133頁以 下。なお,光 藤景絞 『口述刑事 訴訟法(上)』(成
文堂,第2版 ・2000年)168頁も参照。
(44)白取祐 司 「司法 警察 と行政 警察」法律時報69巻9号(1997年)42頁 ,三 井 誠 『刑 事手続法(D』
(有斐閣,新 版 ・1997年)74頁以 下,村 井 ・前掲注(29)226頁な どを参照。 なお,刑 事訴訟法222
条 の2を 受 けた犯罪捜 査の ための通 信傍受 に関す る法律3条 の傍受令 状につ いては,評 価 が分かれ て
い る。
(45)長沼範 良 「刑 事訴訟法 く演習 〉」法学教室203号(1997年)119頁(も っ とも,長 沼 は,将 来 犯
罪 に対す る捜査 ・令状発布 を認 める)。
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(46)長沼 ・前掲 注(45)119頁。
(47)なお,横 路保慶 「犯罪発 生前か らの ビデオ録 画の可否 』大学院 研究年報 ・法学研 究科篇27号(中
央 大学 大学院,1998年)287頁を参 照。
(48)
(49)
(50)
(51)
なお,近 藤 ・前掲 注(9)31頁以下 を参照。
川 出敏裕 「行政警 察活動 と捜査」 法学教室259号(2002年)73頁以 下。
なお,近 藤 ・前掲 注(9)31頁以下 を参照。
この個別 的 告知 に関す るよい例 としては,新 宿 中央通 りの監視カ メ ラが挙 げ られ る。 同所 では,
監 視 に用 いてい る ビデオ カ メラそ の ものが非 常に大 き く,ま た,監 視 カメラの設置場所が 一 目見て分
か る よ うに,大 きな注意書 きが設置箇所 ご とにな され てい る。
(52)近藤 ・前掲 注(9)32頁。
〔2002年9月25目脱稿 〕
〔付 記 〕
脱 稿後 に,亀 井 源太郎 「防犯 カメ ラ設 置 ・使 用 の法律 問題一 刑事法 の視点か ら」東 京都 立大学 法学会
雑誌43巻2号(2003年)U1頁以下 に接 した。
また,注(22)の警視庁 が歌舞伎 町 に設 置 した 「街頭防 犯カ メラシステ ム」 に関 して,運 用開始(2002
年2月27n)から同年SA末 ま での間に新 宿 区歌舞 伎町1・2丁目の路 上におけ る刑 法犯認知件数 は293件で,
前年 同期 に比較 して38f'{・(11.50/e)減少 した,と の報告が な され た(警 視庁 「街頭防犯 カメ ラシス テム」
<http:〃www.keishicho.metro.tokyo.jp/seian/gaitoukamera/gaitoukamera.h m>)が,ブラ ウンの研究
の よ うに,広 範 で長期的 なデー タ収集 を行 った上 での詳 細な分析が必要 である。
さらに,注(51)新宿 中央 通 りの監視カ メ ラはやや 小 さい ものに交換 され,告 知 の注意書 き も小 さい も
の のみ になって しま った。 なお,私 の利 用す る新 宿駅構 内,新 宿駅周辺 では,告 知 がな く 目立 たない監
視 カ メラが非 常 に増加 してい る。交 通拠 点の監視 は,個 人 の行 動が把握 されや す く,プ ライ ヴァシー と
の関係 で大 きな問題 があ る とい うこ とに留意 しなけれ ばな らない。
その 他,校 正後の修 正 ・追加 事項 については,「 黒澤睦 のホ ームペ ージ」〈http://Wlvw,aurora.dti.ne.
jp/～mutsumi/〉をご参照下 さい。
(くろ さわ むつ み)
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